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事 案 調 書 決 定 会 議
審議日 令和6 12 13

案 件 名 施設の老朽化及び狭あい化に対応した執務スペース等の確保について

内線

事案概要

施設の老朽化及び狭あい化に対応した執務スペース等を確保するため、公用車駐車場に新たに庁舎の整備を行うとともに、老
朽化した本庁倉庫、第２会議室棟、管財倉庫の解体を行うもの

審議事項

・公用車駐車場に従来手法による庁舎の整備
・本庁倉庫、第２会議室棟、管財倉庫の解体

庁議で決定
したいこと及び

想定（希望）
している結論

審議結果
（政策課記入）

〇原案のとおり承認する。

所　　　管 財政
局
区

部 管財 課 担当者

事業効果
総合計画との関連

事業効果
執務スペース等を確保することで執務環境の改善と本庁倉庫、第２会議室棟及び管財倉庫の
周辺の安全性の向上が図られる。

効果測定指標 - 施策番号 -

R6 R7 R8

事業効果
年度目標

- - -

事業スケジュール　/　事業経費・財源　/　必要人工

〇事業スケジュール

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

実施
内容

【

★

○「調整会議」、「決定会議」、「戦略会議」の別及び「審議日」をプルダウンから選択してください。

○

○

○

○事業効果

○効果測定指標（定量面、定性面）

○施策番号

○事業効果年度目標

○事業スケジュール／事業経費・財源／必要人工

○事業経費・財源
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〇事業経費・財源 （千円）

項目 補助率/充当率 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

事業費（総務費） 56,395 407,363 408,813 26,828 21,417

うち任意分 56,395 407,363 408,813 26,828 21,417

315,700 317,000 24,000 19,200

国、県支出金

一般財源 20,695 91,663 91,813 2,828

その他

2,217

特
財

地方債 35,700

うち任意分 20,695 91,663 91,813 2,828 2,217

捻出する財源※２

2,828 2,217一般財源拠出見込額 20,695 91,738 91,813

元利償還金（交付税措置分を除く）

捻出する財源概要

〇必要人工（事業実施に当たり、新たな人員配置を求める場合のみ記入） （人工）

項目 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

実施に係る人工 A

局内で捻出する人工※ B

必要な人工 C=A-B 0 0 0 0 0 0 0

局内で捻出する人工概要

SDGs
関連ゴールに○

日程等
調整事項

条例等の調整 議会提案時期 令和8年9月 定例会議

〇

報道への情報提供

パブリックコメント 時期 議会への情報提供

事前調整、検討経過等

調整部局名等 調整内容・結果

政策課、総務法制課、人事・給
与課、財政課、アセットマネジ
メント推進課、公共建築課、中
央区役所区政策課、管財課

令和６年１０月３０日　関係課長打合せ会議
　本庁舎等整備については、定数増、修繕費の減少、ＺＥＢ導入による光熱費の削減、他
社の見積もり、移動先、主目的等を整理する。

政策課、ＤＸ推進課、総務法制
課、人事・給与課、職員厚生
課、財政課、アセットマネジメ
ント推進課、公共建築課、中央
区役所区政策課、管財課

令和６年１２月３日　関係課長打合せ会議
　本庁舎等整備については、従来手法で、ZEB化した庁舎とし、起債を活用すること。

備　　考

税源涵養
（事業の税収効果）

○必要人工

○本件事業が関連するＳＤＧｓのゴールに「○」を付してください。

○日程等調整事項

○事前調整、検討経過等



庁議におけるこれまでの議論

【事業手法について】
○（人事・給与課長）事案調書の令和８年度の予算額が空欄であるが、従来手法は契約時期が１０月で
あるため、令和８年度下半期において、前払いが生じるのではないか。
→（管財課長）資料では、令和９年度に仮計上しているが、令和８年度予算に計上する可能性はある。
〇（人事・給与課長）３つの事業手法による比較があるが、起債の利息も含めるとリースの方が総事業
費は安価になるのではないか。
→（財政課長）利息も含めるとそのとおりだが、２０～３０年は使用することを見込んでいることから、
将来負担の公平性の観点から、１０年間のリースではなく、起債を充てる従来手法によって、市の財
産として取得し、管理すべきだと考えている。
→（人事・給与課長）リースだと支払いの期間は１０年間のみなのか。１０年経過後は市の財産となる
のか。
→（管財課長）契約変更等によって１０年以上になることもあるのではないか。また、１０年間のリース
期間後は市の財産となる。なお、説明資料において、耐用年数は２０～３０年程度と記載しているも
のの、他の事業の貯蔵スペース等、様々な用途は想定されることから、耐震性等を考慮した建物にし
たいと考えている。
〇（総務法制課長）事業手法の比較があるが、公共施設建設時にはＺＥＢ化をすることになっているの
ではないか。
→（管財課長）ＺＥＢ化の従来手法による事業手法を考えている。来年度に設計をする際に、詳細は詰
めていきたいと考えている。事業費は増加するが、特別交付税措置の対象となる。
→（総務法制課長）財源として脱炭素化推進事業債と一般単独事業債を想定しているが、脱炭素化推
進事業債の対象となるものとそうでないものがあるのか。
→（管財課長）脱炭素化推進事業債は空調やエアコン、照明等は対象となり、該当しないものについて
は一般単独事業債を活用することを見込んでいる。
〇（政策課長）会議室の不足について、会議室数等がどのように改善するのか資料に示していただき
たい。また、議論を踏まえて、事案調書の事業効果、各年度の事業費に関しても修正いただきたい。
〇（経営監理課長）総事業費について、説明資料に分かるように示していただきたい。
→（管財課長）修正する。

【職員数について】
〇（人事・給与課長）定数は４２０人の増加を見込んでいるが、そのうち、事業関係での増加が１００人
で、残りの３２０人は休暇中の職員の補充になることから、４２０人の増加を根拠とした算出は精査が
必要ではないか。また、目的等で職員定数の増員への対応を挙げているが、老朽化した本庁倉庫等
の整備　と執務室の狭あい化というのが主たる目的になるのではないか。それに加えて、職員定数の
増員にも対応になるのではないかと考える。
→（管財課長）１０月３０日に開催した関係課長会議において、職員定数の増員に対しても至急対応し
なければならないと認識し、資料の目的の一番目に掲げた。また、面積については最低限にするので
はなく、今後増加する場合にも対処できるよう、ある程度余裕を持った敷地面積としたいと考えてい
る。
→（アセットマネジメント推進課長）後で不足することがないよう、余裕を持った面積にしていただき
たい。

【整備について】
〇（人事・給与課長）本庁倉庫等の用地は建物が解体された後はどのように使用されるのか。
→（管財課長）本庁舎の建替えの際に駐車場が不足することから、当面は更地のまま仮の駐車場とし
て利用したいと考えている。
〇（総務法制課長）体育館跡地は、現在の公用車駐車場より面積が広く、全てを公用車駐車場として
使用するのか。
→（管財課長）体育館跡地の一部は民間駐車場として貸し出すことを想定している。また、庁舎建設
時、公用車駐車場の半分程度はバックヤードとして使用し、令和９年度の引き渡し以降は公用車駐車
場としたいと考えている。
→（総務法制課長）駐車場を貸し出す際は、適正価格で公正な手続きを踏まえて行っていただきた
い。
〇（アセットマネジメント推進課長）会議室棟に関してもかなり建築年数は経っているが、今後、どの
ように考えているのか。
→（管財課長）築３６年で雨漏り等はあるものの、中央区役所からも選挙事務等の関係でスペースを
確保してほしいといった話もあり、すぐに解体するのではなく、当面は使用することになると考えて
いる。

〇（経営監理課長）本館６階を事務室とする方向性は決まっているのか。
→（管財課長）総務事務センター等の執務室として利用するため、来年度に事務室用の床に張り替え
る予定である。
〇（経営監理課長）本庁倉庫及び第２会議室棟の撤去は同時にやらないのか。
→（管財課長）解体に伴う事業費や人工の面から実施年度を分けている。
〇（経営監理課長）建設する庁舎のレイアウトに関しては、庁内各課の意見は聞くのか。
→（管財課長）説明資料は例になるが、今後、設計を行うに当たってヒアリングをするなどレイアウト
を検討したい。
〇（中央区役所区政策課長）中央区役所では、本庁倉庫と第２会議室棟を選挙事務の物品の保管や選
挙事務の作業スペースとして使用しており、希望としては、第２会議室棟を延命化し本庁倉庫の代わ
りに使用させていただきたい。それが難しいのであれば、新しい庁舎の１階部分の全てのスペースを
使用させていただきたい。なお、通常業務を行いながら選挙事務を行うことになるため、今の事務室
に近接した場所が必要である。
→（管財課長）本庁倉庫等を解体する令和１０年度までに、どうするか検討を進める。
〇（経営監理課長）庁舎の建設によって、現在の執務室の狭あい化はどれくらい解消するのか。
→（管財課長）職員定数の増員に対応する分は確保できるが、現在の執務室の狭あい化の解消には
至らない。
→（人事給与課長）会議室に関しては、利用率がどのくらい改善するか示せるのではないか。
→（財政課長）執務室の狭あい化に関しても、改善が示せるよう資料を修正したい。
〇（人事・給与課長）会議室の適正利用率の６５～７０％というのは根拠のある数値なのか。
→（管財課長）民間企業が示している参考の数値になる。
〇（シティプロモーション戦略課長）ＣＯ２削減等の視点を持っても良いのではないか。

≪原案を一部修正し、上部会議に付議する。≫

調整会議の

主な議論

（12/3）

○調整会議については空欄で結構です。

○決定会議については調整会議での議論を記載してください。

○戦略会議については調整会議及び決定会議での議論を記載してください。

○継続審議となった場合も記載してください。

○なお、該当会議の議事録と同時に作成し、政策課案を送付いたしますので、



【事業手法について】
○（人事・給与課長）事案調書の令和８年度の予算額が空欄であるが、従来手法は契約時期が１０月で
あるため、令和８年度下半期において、前払いが生じるのではないか。
→（管財課長）資料では、令和９年度に仮計上しているが、令和８年度予算に計上する可能性はある。
〇（人事・給与課長）３つの事業手法による比較があるが、起債の利息も含めるとリースの方が総事業
費は安価になるのではないか。
→（財政課長）利息も含めるとそのとおりだが、２０～３０年は使用することを見込んでいることから、
将来負担の公平性の観点から、１０年間のリースではなく、起債を充てる従来手法によって、市の財
産として取得し、管理すべきだと考えている。
→（人事・給与課長）リースだと支払いの期間は１０年間のみなのか。１０年経過後は市の財産となる
のか。
→（管財課長）契約変更等によって１０年以上になることもあるのではないか。また、１０年間のリース
期間後は市の財産となる。なお、説明資料において、耐用年数は２０～３０年程度と記載しているも
のの、他の事業の貯蔵スペース等、様々な用途は想定されることから、耐震性等を考慮した建物にし
たいと考えている。
〇（総務法制課長）事業手法の比較があるが、公共施設建設時にはＺＥＢ化をすることになっているの
ではないか。
→（管財課長）ＺＥＢ化の従来手法による事業手法を考えている。来年度に設計をする際に、詳細は詰
めていきたいと考えている。事業費は増加するが、特別交付税措置の対象となる。
→（総務法制課長）財源として脱炭素化推進事業債と一般単独事業債を想定しているが、脱炭素化推
進事業債の対象となるものとそうでないものがあるのか。
→（管財課長）脱炭素化推進事業債は空調やエアコン、照明等は対象となり、該当しないものについて
は一般単独事業債を活用することを見込んでいる。
〇（政策課長）会議室の不足について、会議室数等がどのように改善するのか資料に示していただき
たい。また、議論を踏まえて、事案調書の事業効果、各年度の事業費に関しても修正いただきたい。
〇（経営監理課長）総事業費について、説明資料に分かるように示していただきたい。
→（管財課長）修正する。

【職員数について】
〇（人事・給与課長）定数は４２０人の増加を見込んでいるが、そのうち、事業関係での増加が１００人
で、残りの３２０人は休暇中の職員の補充になることから、４２０人の増加を根拠とした算出は精査が
必要ではないか。また、目的等で職員定数の増員への対応を挙げているが、老朽化した本庁倉庫等
の整備　と執務室の狭あい化というのが主たる目的になるのではないか。それに加えて、職員定数の
増員にも対応になるのではないかと考える。
→（管財課長）１０月３０日に開催した関係課長会議において、職員定数の増員に対しても至急対応し
なければならないと認識し、資料の目的の一番目に掲げた。また、面積については最低限にするので
はなく、今後増加する場合にも対処できるよう、ある程度余裕を持った敷地面積としたいと考えてい
る。
→（アセットマネジメント推進課長）後で不足することがないよう、余裕を持った面積にしていただき
たい。

【整備について】
〇（人事・給与課長）本庁倉庫等の用地は建物が解体された後はどのように使用されるのか。
→（管財課長）本庁舎の建替えの際に駐車場が不足することから、当面は更地のまま仮の駐車場とし
て利用したいと考えている。
〇（総務法制課長）体育館跡地は、現在の公用車駐車場より面積が広く、全てを公用車駐車場として
使用するのか。
→（管財課長）体育館跡地の一部は民間駐車場として貸し出すことを想定している。また、庁舎建設
時、公用車駐車場の半分程度はバックヤードとして使用し、令和９年度の引き渡し以降は公用車駐車
場としたいと考えている。
→（総務法制課長）駐車場を貸し出す際は、適正価格で公正な手続きを踏まえて行っていただきた
い。
〇（アセットマネジメント推進課長）会議室棟に関してもかなり建築年数は経っているが、今後、どの
ように考えているのか。
→（管財課長）築３６年で雨漏り等はあるものの、中央区役所からも選挙事務等の関係でスペースを
確保してほしいといった話もあり、すぐに解体するのではなく、当面は使用することになると考えて
いる。

〇（経営監理課長）本館６階を事務室とする方向性は決まっているのか。
→（管財課長）総務事務センター等の執務室として利用するため、来年度に事務室用の床に張り替え
る予定である。
〇（経営監理課長）本庁倉庫及び第２会議室棟の撤去は同時にやらないのか。
→（管財課長）解体に伴う事業費や人工の面から実施年度を分けている。
〇（経営監理課長）建設する庁舎のレイアウトに関しては、庁内各課の意見は聞くのか。
→（管財課長）説明資料は例になるが、今後、設計を行うに当たってヒアリングをするなどレイアウト
を検討したい。
〇（中央区役所区政策課長）中央区役所では、本庁倉庫と第２会議室棟を選挙事務の物品の保管や選
挙事務の作業スペースとして使用しており、希望としては、第２会議室棟を延命化し本庁倉庫の代わ
りに使用させていただきたい。それが難しいのであれば、新しい庁舎の１階部分の全てのスペースを
使用させていただきたい。なお、通常業務を行いながら選挙事務を行うことになるため、今の事務室
に近接した場所が必要である。
→（管財課長）本庁倉庫等を解体する令和１０年度までに、どうするか検討を進める。
〇（経営監理課長）庁舎の建設によって、現在の執務室の狭あい化はどれくらい解消するのか。
→（管財課長）職員定数の増員に対応する分は確保できるが、現在の執務室の狭あい化の解消には
至らない。
→（人事給与課長）会議室に関しては、利用率がどのくらい改善するか示せるのではないか。
→（財政課長）執務室の狭あい化に関しても、改善が示せるよう資料を修正したい。
〇（人事・給与課長）会議室の適正利用率の６５～７０％というのは根拠のある数値なのか。
→（管財課長）民間企業が示している参考の数値になる。
〇（シティプロモーション戦略課長）ＣＯ２削減等の視点を持っても良いのではないか。

≪原案を一部修正し、上部会議に付議する。≫

続き



施設の老朽化及び狭あい化に対応した
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説明資料
管財課



背景と現状







現状と課題

※状態監視保全建築物：状態を監視し、改修工事を実施し、機能及び性能を所定の状態に戻す建築物

・老朽化等が深刻なため、本庁舎のあり方検討に先んじて、早急に対策が必要



現状と課題



本庁倉庫（ストックヤード）

7



本庁倉庫（ストックヤード）
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第２会議室棟

9

ハクビシンの腹と尾

第2会議室棟の軒裏と害獣の侵入経路



管財倉庫

10



目的と対応方針

11

老朽化した本庁倉庫、第２会議室棟及び管財倉庫を再編・再整備するとともに、
狭あい化に対応した執務スペース等を確保する。

［整備方針］
（１）再整備用地は『公用車駐車場』とする。

庁舎の整備に伴って減少する公用車駐車場部分は、当面、市体育館跡地等の活用を考える。

（２）本庁倉庫、第２会議室棟及び管財倉庫は、必要機能を整理し、最低限必要な諸室規模と
する。

（３）建物の耐用年数は、30年以上を想定しており、今後の本庁舎のあり方検討を踏まえ、
本庁舎が建替や延命化となった場合も有効利用することができるようにする。

※近隣施設のけやき会館、あじさい会館、産業会館での長期確保も検討する。



会議室会議室

277

90.2大会議室１

283

41第２会議室棟第１会議室
73.4大会議室２48第２会議室棟第２会議室
48.6中会議室１90本庁倉庫第１作業室
40.5中議室２50本庁倉庫第２作業室
24.3小会議室27本庁倉庫第３作業室

27本庁倉庫第４作業室
倉庫倉庫

187.2
73.8倉庫１

291.6
73.6本庁倉庫１～１０

48.6倉庫２50第２会議室棟内倉庫
64.8ストックヤード168管財課倉庫

464.2会議室+倉庫574.6会議室+倉庫

必要規模

12

（１）老朽化した本庁倉庫、第２会議室棟及び管財倉庫を再編・再整備

必要機能を整理・再編して面積削減

（一例）



必要規模

13

（２）執務室の狭あい化への対応
本館６Fの活用及び老朽化した施設の再整備により約７００㎡を確保した場合

本庁における職員数の増を１００人とした場合に、
狭あい化の改善が見込まれる執務室面積の確保を目安とする。



整備用地

2024/12/12 14



整備用地

2024/12/12 15

公用車駐車場
（Ａ・Ｂ）

整備用地
現公用車駐車場
７２台分
現状敷地面積（Ｃ・Ｄ）
１,１３７㎡

住宅

本庁舎→



事業手法

※延床887.4㎡×53千円（長寿命化単価）

※整備の設計費は他市事例や国の
積算基準によるもので、工事費は
建築着工統計による全国単価
435,772円/㎡（2024,10月刊行物）
に6％を2年計上して算出

※杭撤去費・アスベスト費を除く。

※工事費には、工事管理費を含み、
家屋調査は含んでいない。

※ZEB化による費用は、一般的な
２割増で概算

※延床887.4㎡×3千円（長寿命化単価）

※工事費等は、延べ床面積1,262㎡の
２階建で算出

＜整備費用＞

＜解体費用＞
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第２会議室棟等解体設計

第２会議室棟等
解体予算要求

＜新設 本庁舎等整備＞
事業スケジュール

＜既存 本庁倉庫及び第２会議室棟等撤去＞
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第２会議室棟等解体設計
予算要求



第２０回 決定会議 議事録                    （様式４） 

令和６年１２月１３日 

１ 施設の老朽化及び狭あい化に対応した執務スペース等の確保について 

【財政局 管財課】 

（１）主な意見等 

〇（総務局長）現状の第２会議室棟における害獣被害はいかがか。 

→（管財課長）忌避作業を行ったものの、再び建物の劣化部分から侵入する可能性はある。 

〇（総務局長）定数増の影響を加味した中で、人事・給与課と調整されたことは承知してい

る。定数管理計画上、令和７年度から令和９年度までに段階的に職員を増やすこととして

いるが、令和７年度及び令和８年度の組織改編等に関してはどのように対応するのか。 

→（管財課長）来年度に６階の食堂跡地に４８人分のオフィス整備を行う予定である。ま

た、フリーアドレス化を進め、それでも不足する分は、会議室を一時的に利用するなど

の対応を検討する。 

〇（総務局長）当該整備を先んじて行うことは、現在進めている市役所本庁舎のあり方検討

に影響はあるのか。また、整備に関して、ＺＥＢ化は必須という理解で良いか。 

→（管財課長）本事案は市役所本庁舎のあり方検討会議で検討したものではなく、本庁倉

庫等の老朽化や会議室の不足、定数増に対応するため、庁舎を整備することになったも

のである。また、ＺＥＢ化により工事費が約２０％上がるものの、起債の対象事業費に

関しては４０％の交付税措置があるとともに、ＺＥＢ化により電気代も安価になる。 

→（財政担当部長）再整備用地の公用車駐車場に関しては、本庁周辺施設の端に位置して

おり、市役所本庁舎のあり方検討には影響は少ないと考えている。また、市では民間に

ＺＥＢ化を勧めており、市の施設整備も当然対応すべきと考えている。 

〇（総合政策・地方創生担当部長）労働安全衛生法上は労働者一人につき１０㎥が必要で良

かったか。法に配慮して取り組んでいただきたい。 

→（管財課長）１０㎥が必要であり、庁舎の天井の高さを踏まえると、本来は４㎡以上が

必要だと認識している。本庁舎の建替えの際には、どのような事務室が求められている

かなどを考慮したうえで、改善できるように取り組みたい。 

〇（総合政策・地方創生担当部長）執務室の面積に関して、解体する第２会議室棟には事務

室があるが、その分は純増しないということで良いか。 

→（管財課長）解体を踏まえると純増はせず、５６０㎡よりさらに執務面積は必要となる。 

〇（中央区役所副区長）中央区選挙管理委員会事務局において、本庁倉庫や管財倉庫を借用

し利用している。解体に当たっては、代替場所の確保に関して調整させていただきたい。

なお、作業効率上や職員の負担を考慮すると、本庁舎近隣の場所を確保しないといけない

と考えている。また、将来的に、市役所本庁舎のあり方検討と合わせて、区役所のあり方

も検討したいと考えている。 

〇（市長公室長）再整備する庁舎は２階建てだと思うが、狭あい化に対応するため、３階建

て以上の建物にすることは考えないのか。また、改修や更新における２０％の延床面積の

削減目標は３年後も継続される見込みか。今後の人材採用に関して、魅力ある執務室をア

ピールすることも求められるのではないか。 

→（管財課長）３階建て以上にすると、日影規制の対象となる可能性がある。また、３年

後においても、引き続き２０％の削減目標は継続されると認識している。 

→（財政局長）市全体の総量削減の考え方に変更はないが、本事業については、設計の際

にその時の時勢も踏まえて、２０％削減に拘らず適切な執務室の確保に努めていただき

たい。 

 

（２）結 果 

〇原案のとおり承認する。 

 


